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はじめに 

 

部活動においては、各競技種目固有の危険事項について、共通認識をもって指導に当たる

とともに、事故等を未然に防ぐためには、活動内容や方法に制限を加えなければならない、

ということを理解する必要がある。 

このマニュアルにある事柄はもちろんのこと、活動に当たっては危機管理意識を高め、

安全管理体制を構築するとともに、各部の取り組みを確認の上、安全･安心な部活動を実

施していくことが大切である。 
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令和６年度 岩手県立紫波総合高等学校 部活動安全対策 

 

１ 学校における安全管理体制の構築 

  全教職員･部外指導員･生徒が部活動の意義や部活動方針を理解するとともに、部活動

におけるルール作りや情報共有等に関して、全面的な協力体制の下、組織的に取り組む。 

（１）学校の部活動に係わる活動方針 

毎年度、「学校の部活動に係わる活動方針」を策定し、活動の方針並びに活動の決ま

りを確認する。 

（２）安全に関する知識･技能の習得 

   緊急時における心肺蘇生やＡＥＤ、エピペン等の救急対応や熱中症予防に係わる校

内研修を実施し、事故発生時の対応能力を高め、安全管理体制を構築する。 

 

２ 事故防止のため安全に配慮した適切な指導 

（１）生徒の健康観察、健康状態の把握 

活動中の不慮の事故を防ぐため、生徒の健康観察を行い、健康状態を把握した上で．

生徒の発達段階や能力に応じて安全に配慮した適切な指導を行う。また、生徒の行動特

性（理解力、注意力、把握力、認識力、運動能力など）や体質･既往症･常備薬･エピペ

ン等の形態についても把握する。 

（２）顧問不在時の対応、他の顧問との連携 

   部活動は、顧問立ち会いの下に行うことが原則であるが、顧問がやむを得ず活動に立

ち会えない場合には、他の教員と連携･協力し、予め顧問と生徒の間で約束された、安

全面に十分に留意した内容や方法で活動する。 

（３）顧問不在時の活動内容の安全徹底 

   部顧問以外の教員が立ち会う場合や、生徒が自主的に活動する場合は、危険性の低い

活動内容とし、顧問がその内容や活動方法を具体的に指示する。 

 

３ 日常生活に潜む危険性（複数の部活動が施設を共有する際の留意点） 

（１）活動の工夫、ルールの明確化 

   日常的にグラウンドや体育関等の活動場所を複数の部活動が共用して活動するよう

な場合、関係する部の間で禁止事項や活動の制限事項等についての共通理解を徹底す

る。 
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（２）ヒヤリハット事例の情報共有 

活動開始時には、禁止事項を確認し、活動終了時には危険を感じたような出来事等

（ヒヤリハット事例）について、関係者間（部顧問、外部指導者、生徒）で報告し合い、

次の活動に生かす。 

 

４ 施設･設備･用具等の安全点検と安全指導 

（１）定期的安全点検 

   毎月１回の安全点検で、施設、設備の安全を確認する。 

（２）活動前の用具等の安全点検 

   運動部活動は、学校施設･設備･用具等を活用して行われるものであり、多くの部活動

が、共用するものであることから、活動にあたっては顧問等と生徒がともに施設･設備

の安全確認を行う。 
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［参考１］ 

令和 6 年度学校の部活動に係る活動方針 

岩手県立紫波総合高等学校 

１ 活動の方針 

(1) 生徒の心身の成長を第一の目的とし、健康管理、事故防止に努め、積極的休養日を

設ける。 

(2) 部活動における生徒の自主的・自発的な活動を推進し、より良い人間関係の構築に

努めるとともに、各部の目標が達成できるよう最大限の努力をする。 

(3) 競技力や文化的活動を高めるため、効率的且つ効果的な練習を提供し、また、多様

な活動を行うことができるよう配慮する。 

(4) 体罰、ハラスメントの根絶を徹底する。 

２ 休養日・活動時間について 

(1)  週１日以上の休養日を確保し、競技種目や文化活動の分野でそれぞれの特性（大

会集中期やオフシーズン等）を考慮しつつ、年間平均で週当たり２日以上の休養日

の設定に努める。 

(2)  平常部活動は長くても３時間程度とする。学校休業日に大会参加や練習試合等で

３時間以上活動した場合は、翌日に休養日を確保するなど、生徒の健康管理に留意

することとする。 

(3)  定期考査１週間前から考査最終日前日までは部活動停止を原則とする。 

(4)  定期考査最終日から１週間以内に大会がある部及び特別の事情が認められる場合

については、顧問の申し出により特別活動を認めることがある。 

３ 活動のきまり 

(1)  部顧問は、年間の活動計画並びに月毎の活動計画及び活動実績を作成し、校内で

共有するとともに、当該部の生徒・保護者に情報提供を行うこと。 

(2)  活動場所に危険箇所（施設、用具含む）がないかどうか活動前に確認し、危険と

思われる箇所が見つかった時は、管理職・事務室に報告し速やかに修繕すること。 

(3)  平常日の 18時以降、休日における活動は必ず部顧問の指導下で行うこと。 

(4)  職員会議等で部顧問が活動時間に立ち会えないときは、安全教育を徹底するとと

もに、活動時の注意事項を事前に生徒に指示すること。 

(5)  望ましい生活リズムや多様な活動を行うことができるよう休養日を設けること。 

(6)  部活動中の事故対応に備え、部顧問と保護者の連絡体制を整えること。また、部

活動中に事故が発生した場合は管理職に報告すること。 

(7)  救急搬送が必要な場合、原則として職員が同行すること。 
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４ その他 

(1)  炎天下における部活動では、活動前、活動中、活動後にこまめに水分及び塩分を

補給し、休憩を取るとともに、生徒の健康管理に努めること。 

(2)  熱中症の疑いのある症状が見られた場合には、早期の水分、塩分補給、体温冷

却、病院への搬送等、適切な応急手当等を実施すること。 

(3)  災害等の影響が出る可能性が高い場合は、活動を自粛すること。 
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［参考２］危機管理マニュアル（抜粋） 

第２章／第１項 生徒及び施設利用者に係る事項 

 ３ 部活動中の事故 

 陸上競技部１年生の生徒Ａが、長距離練習として 3000 メートルのタイムトライアル

を行っていた際、1800メートルほどを走ったところで急に胸を抱えうずくまるように倒

れた。 

 すぐに部活動顧問が駆け寄ったが、意識を喪失しており、呼吸も脈拍もなかった。 

 

●危機発生時の対応 

① 救急（応急）措置 

・ 担当教員は、生徒の意識の有無・顔色・呼吸・脈拍などを確認し、負傷した生徒へ 

の応急処置を行う。 

・ 担当教員は、周囲にいる者（教職員・生徒）に救急車（１１９番）の出動要請、校

長への連絡、他の教職員への応援を依頼する。状況に応じ、担当教員（発見者）が直

接通報する。 

・ 担当教員は、他の生徒を、救急活動の妨げにならない場所に移動させる。 

・ 養護教諭等（状況に応じて担任や年次長）は、負傷した生徒の応急処置を引き継ぐ

とともに、速やかに保護者に事故の概要を報告し、希望する医療機関があるか、搬送

される医療機関に向かうことができるかなどを確認する。 

・ 救急車到着までの間、ＡＥＤ(自動体外式除細動器)の使用や心肺蘇生法などの手当 

てが必要と認められる場合は、的確に実施する。 

  ・ 救急車の進入路を確保し、救急車が到着したら、速やかに、救急隊員を負傷者まで

誘導する。 

・ 担当教員等は、救急隊員に事故発生時の状況や応急措置の状況等を説明する。 

・ 担当教員等は、救急隊員の指示により、救急車に同乗又は別途、搬送先の医療機関

に向かう。 

    ・ 状況により学校医へ連絡し、対応等の助言をいただく。 

② 状況把握 

    ・ 担当教員等は、医師に事故発生時の状況等を報告する。 

・ 医師から負傷の状況、診断、治療内容等を聞き、校長へ連絡する。 

  ・ 校長の指示のもと、負傷した生徒に付き添うなどの対応をするほか、負傷の状況に 

り校長、副校長又は他の教職員を病院に派遣する。 

    ・ 他の生徒の動揺を抑えるとともに、状況を説明する。 
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③ 関係機関との連携 

   校長の迅速な指示のもと、分担して次の対応を行う。 

消防 (１１９番 ) － 救急車の要請を行う。救急車には、隊員の許可を得て、その

指示により教職員が同乗し、状況説明を行う。 

医 療 機 関 － 負傷者の治療のため、医師に状況説明を行う｡ 

警察 (１１０番 ) － 校長は、状況に応じて事故が発生したことを連絡する。 

保 護 者 － 負傷した生徒の保護者へ連絡する。事故への対応の経過や本

人の状況、搬送先など、事実のみ（見込みの話は混乱のもと）

を伝える。 

教 育 委 員 会 － 校長は、事故の概要を速やかに所管する教育委員会に報告

し、後日、文書で提出する。 

④ 情報の収集と一元化（報道機関への対応） 

・ 生徒の動揺を静めながら事情を聞き、情報を集めるとともに、医師から診断、治療

内容等を聞き、事故の経緯を正確に把握し、記録する。 

・ 関係機関や報道機関等外部へ情報を提供する場合は、校長に窓口を一本化し、混乱

を避ける。 

 

●危機終息後の対応 

① 原因の究明 

 ・ 校長は、事故に関わる情報を整理・記録するとともに、事故原因や問題点を調査・  

究明し、その反省と改善について全職員の共通理解を図る。 

・ 練習内容に無理がなかったか、生徒の健康状態の把握が十分だったかなど、事故につ 

ながる要因について調査し、再発防止に取り組む。 

② 支援・援助 

  ・ 校長と関係教員は、負傷した生徒を見舞うとともに、保護者に事故の経緯を説明し、

独立行政法人日本スポーツ振興センター等の手続き及び給付等について説明を行う。 

  ・ 事故に遭遇した他の生徒について、事故の経過を説明し、混乱を招かないよう配慮

する。 

③ 心のサポート・ケア 

・ 負傷した生徒及び周囲の生徒でショックを受けている者がいる場合は、精神科医や 

スクールカウンセラー等の専門家に依頼するなど、連携を図りながら心のサポート・

ケアを行う。 
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④ 再発防止 

   教職員や生徒に対する事故防止策や安全点検等の見直しを行い、事故の再発防止に

取り組む。 

⑤ 報告 

   事後措置の状況を所管する教育委員会に報告する。 

 

●危機の予防対策 

 ① 生徒の健康状態の把握に努め、無理のない活動計画を立てる。 

 ② 生徒が、常に安全に注意して活動する能力、態度及び習慣を身につけさせる。 

 ③ 部顧問が、活動の場につけない場合の練習については、練習の内容を考慮するととも

に、事故発生時の対応などを生徒に周知する。 

 ④ 万一事故が発生した場合に備え、迅速な対応の仕方を心得ておく。連絡体制、役割分

担を定め、全員が理解しておくとともに、掲示により、対応が確実にできるようにする。 

⑤ ＡＥＤの使用方法や心肺蘇生法の訓練などにより、応急手当について職員が実践で

きるようにする。 

 

●関係法令等 

 ① 国家賠償法第１条（公権力の行使に基づく損害の賠償責任、求償権）、第３条（賠償

責任者） 

 ② 民法第 709条（不法行為による損害賠償）、第 714条（責任無能力者の監督義務者等

の責任）、第 715条（使用者等の責任）、第 722条（損害賠償の方法及び過失相殺） 

③ 学校保健安全法第５条（学校保健計画の策定等）、第 26条（学校安全に関する学校の

設置者の責務）、第 27条（学校安全計画の策定等） 

④ 独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令第５条（学校の管理下における災

害の範囲） 
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第２章／第１項 生徒及び施設利用者に係る事項 

 ４ 熱中症 

学校から約１ｋｍ離れた公園に校外学習に出発（徒歩）し、到着後、活動後学校にも

どった（この間１時間 30分）。当該生徒は教室にもどった後に体調が急変し、心肺停止

の状態となった。 

●危機発生時の対応 

① 救急（応急）措置 

・ 担当教員は、熱中症を疑う症状があるか確認し、意識障害の有無・顔色・呼吸・脈

拍を確認し、意識障害を疑う症状がある場合はすぐに救急車を要請し、同時に体を

冷やす等の応急手当を行う。 

・ 担当教員は、周囲にいる者（教職員・生徒）に救急車（１１９番）の出動要請、校

長への連絡、他の教職員への応援を依頼する。状況に応じ、担当教員（発見者）が直

接通報する。 

・ 養護教諭等（状況に応じて担任や年次長）は、発症した生徒の応急処置を引き継ぐ

とともに、速やかに保護者に事故の概要を報告し、希望する医療機関があるか、搬送

される医療機関に向かうことができるかなどを確認する。 

・ 担当教員は、他の生徒を、救急活動の妨げにならない場所に移動させる。 

・ 救急車到着までの間、身体冷却を行うとともにＡＥＤ(自動体外式除細動器)の使

用。心肺蘇生法等が必要と認められる場合は、的確に実施する。 

・ 救急車の進入路を確保し、救急車が到着したら、速やかに、救急隊員を負傷者まで

誘導する。 

・ 担当教員等は、救急隊員に事故発生時の状況や応急措置の状況等を説明する。 

・ 担当教員等は、救急隊員の指示により、救急車に同乗又は別途、搬送先の医療機関

に向かう。 

・ 状況により学校医へ連絡し、対応等の助言をいただく。 
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② 状況把握 

・ 担当教員等は、医師に事故発生時の状況等を報告する。  

・ 医師から負傷の状況、診断、治療内容等を聞き、校長へ連絡する。 

・ 校長の指示のもと、発症した生徒に付き添うなどの対応をするほか、状況により校長、

副校長又は他の教職員を医療機関に派遣する。 

・ 他の生徒の動揺を抑えるとともに、状況を説明する。 

③ 関係機関との連携 

校長の迅速な指示のもと、分担して次の対応を行う。 

消防 (１１９番 ) － 救急車の要請を行う。救急車には、隊員の許可を得て、そ

の指示により教職員が同乗し、状況説明を行う。 

医 療 機 関 － 発症した生徒の治療のため、医師に状況説明を行う｡ 

警察 (１１０番 ) － 校長は、状況に応じて事故が発生したことを連絡する。 

保 護 者 － 発症した生徒の保護者へ連絡する。事故への対応の経過

や本人の状況、搬送先など、事実のみ（見込みの話は混乱の

もと）を伝える。 

教 育 委 員 会 － 校長は、事故の概要を速やかに所管する教育委員会に報

告し、後日、文書で提出する。 
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④ 情報の収集と一元化（報道機関への対応） 

・ 生徒の動揺を静めながら事情を聞き、情報を集めるとともに、医師から診断、治療

内容等を聞き、事故の経緯を正確に把握し、記録する。 

・ 関係機関や報道機関等外部へ情報を提供する場合は、校長に窓口を一本化し、混乱

を避ける。 

 

●危機終息後の対応 

① 原因の究明 

校長は、事故に関わる情報を整理・記録するとともに、事故原因や問題点を調査・究

明し、その反省と改善について全職員の共通理解を図る。 

② 支援・援助 

・ 校長と関係教員は、発症した生徒を見舞うとともに、保護者に事故の経緯を説明し、

独立行政法人日本スポーツ振興センター等の手続き、及び給付等について説明を行

う。 

・ 事故に遭遇した他の生徒について、事故の経過を説明し、混乱を招かないよう配慮

する。 

③ 心のサポート・ケア 

発症した生徒及び周囲の生徒でショックを受けている者がいる場合は、精神科医や

スクールカウンセラー等の専門家に依頼するなど、連携を図りながら心のサポート・ケ

アを行う。 

④ 再発防止 

教職員や生徒に対する事故防止策や安全点検等の見直しを行い、事故の再発防止に

取り組む。 

⑤ 報告 

事後措置の状況を所管する教育委員会に報告する。 

 

●危機の予防対策 

① 本校の「熱中症対策ガイドライン」に従って対応する。気温、湿度が高いほど、直

射日光等、輻射熱が大きいほど熱中症が起きやすいので、熱中症警戒アラート等を参

考にするなど環境条件を把握し、それに応じた運動、水分補給を行う。また、エアコ

ンや扇風機等も適宜使用する。 

② 梅雨明け等、急に暑くなった時に多く発生する傾向があるので、暑さに徐々に慣ら

していく。 
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③ 肥満傾向の人、体力が低い人、暑さに慣れていない人等は暑さに弱いため、個人の

条件を考慮する。 

また、運動前の体調のチェックや運動中の健康観察を行い、下痢、発熱、疲労等、体調

の悪い人は暑 

い中で無理に運動をしない、させないようにする。 

④ 服装は軽装とし、吸湿性や通気性のよい素材にしたり、直射日光は帽子で防ぐよう

にしたりするなど服装に気を付ける。 

⑤ 具合が悪くなった場合には早めに運動を中止し、必要な処置をする。 

⑥ 熱中症予防運動指針を活用して、対策を講じながら活動を行う。 

⑦ 万一、事故が発生した場合に備え、迅速な対応方法を心得ておく。連絡体制、役割分

担を定め、全員が理解しておくとともに、掲示により、対応が確実にできるようにする。 

⑧ ＡＥＤの使用方法や心肺蘇生法の訓練などにより、応急手当について職員が実践で

きるようにする。 

 

●関係法令等 

① 「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック」（公益財団法人日本スポーツ協会）

令和元年５月改訂 

② 独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令第５条（学校の管理下における災

害の範囲） 
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第２章／第１項 生徒及び施設利用者に係る事項 

 １９ 各種大会開催時等の事件、事故 

 サッカー部の男子生徒Ａが、高校総合体育大会（県大会）の試合中に、ヘディングシ

ュートをしようとしたが、ゴールポストに頭部が衝突し、転倒した。 

 一度は立ち上がってプレイしようとしたが、再び倒れて意識不明となった。 

 

●危機発生時の対応 

 ① 状況把握及び応急措置 

【大会役員の対応】 

  ・ 大会役員は、負傷者の意識の有無・顔色・呼吸・脈拍などを確認し負傷者への応急

処置行う。 

  ・ 大会役員は、救急車（１１９番）の出動を要請し、到着するまでの間、ＡＥＤ(自

動体外式除細動器)や心肺蘇生法など救命処置を的確に実施し、部顧問、生徒の引率

者、所属学校等へ連絡する。 

  ・ 大会役員は、応急手当を施す際に、傷病者を運搬する場合は、安静を保つ（体位、

保温等環境の整備を考慮する）ことが必要である。 

  ・ 救急車の導入路を確保し、救急車が到着したなら、速やかに、救急隊員を負傷者ま

で誘導する。 

   

【部顧問等学校関係者の対応】 

  ・ 部顧問は、救急隊員の指示に従い、救急車に同乗するか、若しくは別途、搬送先の

医療機関に出向く。 

  ・ 部顧問は、医師から傷害の状況、診断、治療等の把握を行い、校長への連絡を密に

とる。 

また、速やかに、保護者への連絡をとり、事故の発生と搬送先の医療機関名を知ら

せる。 

  ・ 部顧問は、保護者到着後も、校長の指示があるまでは、生徒に付き添い続ける。 
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② 関係機関との連携 

校長の迅速な指示のもと、分担して次の対応を行う。 

医 療 機 関 － 連携を図り、情報の収集に協力を要請する。 

保 護 者 － 負傷した生徒の保護者へ連絡する。事故への対応の経過や本

人の状況、搬送先など、事実のみ（見込みの話は混乱のもと）

を伝える。 

教育委員会 － 校長は、事故の概要を速やかに所管する教育委員会に報告

し、後日、文書で提出する。 

 ③ 情報の収集と一元化 

  ・ 部顧問は、生徒の動揺を静めながら事情を聞き、情報を集めるとともに、医師から

傷害の状況、診断、治療等を聞き、事故の経緯を正確に把握し、記録する。 

  ・ 関係機関や報道機関等外部へ情報を提供する場合は、校長に窓口を一本化し、混 

乱を避ける 。 

 

●危機終息後の対応 

 ① 原因の究明 

   校長は、事故に関わる情報を整理し、事故の原因を調査のうえ、所管する教育委員会

及び独立行政法人日本スポーツ振興センター等への事故報告書の作成、関係資料を整

える。 

② 支援・援助 

  ・ 校長と部顧問は、速やかに医療機関に駆けつけ見舞うとともに、保護者に事故の状

況を説明する。 

  ・ 保護者には、給付等について説明するとともに、独立行政法人日本スポーツ振興セ

ンター等への手続きを行う。 

  ・ 保護者から学校に協力依頼があれば、誠意を持って対応する。 

③ 心のサポート・ケア 

  事故を目撃した生徒や事故の発生によりショックを受けている生徒がいる場合は、精

神科医やスクールカウンセラー等の専門家と連携を図りながら、心のサポート・ケアを

行う。 

④ 報告 

  事後措置の状況を所管する教育委員会に報告する。 
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●危機の予防対策 

 ① 万一事故が発生した場合に備え、迅速な対応の仕方を心得ておく。連絡体制、役割分

担を定め、全員が理解しておくとともに、掲示により、対応が確実にできるようにする。 

② 部顧問は、大会などの際には部員名簿を持参するなど、部の生徒の家庭連絡先などの

資料を持参する。 

 

●関係法令等 

 ① 国家賠償法第２条（公の営造物の設置管理の瑕疵に基づく損害の賠償責任、求償

権）、第３条（賠償責任者） 

② 民法第 709条（不法行為による損害賠償）、第 714条（責任無能力者の監督義務者

等の責任）、    第 715条（使用者等の責任）、第 722条（損害賠償の方法及び過

失相殺） 

③ 学校保健安全法第５条（学校保健計画の策定等）、第 26条（学校安全に関する学校の

設置者の責務）、第 27条（学校安全計画の策定等） 

④ 独立行政法人日本スポーツ振興センター法施行令第５条（学校の管理下における災

害の範囲） 
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第２章／第１項 生徒及び施設利用者に係る事項 

 ２５ 社会教育施設利用中の事故（参考資料） 

 地域のバスケットボールクラブの練習中にクラブ員の高校生Ａが転倒し、床板が剥離

していた部分で足に切り傷を負った。 

 

●危機発生時の対応 

 ① 状況把握及び救急（応急）措置 

  ・ 施設管理者は、直ちに救急車（１１９番）の出動を要請し、負傷したクラブ員を医 

療機関に搬送する｡ 

  ・ 救急車の到着までの時間、応急手当が必要と認められる場合（出血等の手当て、安

静状態の確保等）は、的確に対応する。 

・ 救急車の導入路を確保し、救急車が到着したなら、速やかに、救急隊員を負傷者ま

で誘導する。 

・ 職員は、救急隊員の指示に従い、救急車に同乗するか、若しくは別途、搬送先の医

療機関に出向く。 

・ 負傷者の保護者、学校、勤務先等に事故の連絡をする｡ 

・ 事故の詳細について、目撃者等からの聴取も含めて文書で記録し、その内容を所管

する教育委員会に報告する｡ 

 ② 関係機関との連携  

   施設管理者は、負傷者の負傷の程度、目撃者等の聴取を含めた事故の状況を所管す

る教育委員会に報告する｡ 

 

●危機回避の方策 

① 日常点検の励行 

    施設管理者は、目視、触感で、通常と異なる音、ガタツキ等の点検をし、併せて汚

れた箇所等の清掃も行う。 

② 定期点検 

    施設管理者は、磨耗程度や変形の有無など（体育器具にあっては、ボルト・ナット

の緩み、回転部の注油など）を定期的に点検する｡ 

③ 保守点検 

    施設管理者は、専門家、専門業者に定期的に保守点検を依頼する。 

④ 点検マニュアルの作成等 

    施設管理者は、日常点検、定期点検、保守点検の３段階について、器具の取扱説明

書に沿った点検マニュアルを作成し、点検履歴を整え、施設使用者の安全確保に努め

る｡ 
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●関係法令等 

① 国家賠償法 第２条（公の営造物の設置管理の瑕疵に基づく損害の賠償責任、求償

権）、第３条（賠償責任者） 

② 民法第 709条（不法行為による損害賠償）、第 717条（土地の工作物等の占有者及び所有

者の責任） 
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第２章／第１項 生徒及び施設利用者に係る事項 

２６ 盗難(施設外からの起因) 

早朝、野球部の生徒Ａが練習のため、部室に行くと窓ガラスが割られ、鍵が開けられ

ていた。野球部の顧問は、グローブ等の紛失に気づいた男子生徒から連絡を受けた。外

部の者による侵入と思われる。 

●危機発生時の対応 

① 状況把握 

・ 連絡を受けた顧問は直ちに現場に出向き、｢立入禁止｣の掲示をする等、現場保存の

措置を行い、器物損壊・盗難等の状況を可能な範囲で把握し、校長に速やかに報告す

る。 

・ 校長は、全教職員に事実を伝え、事件に関する情報収集するとともに、その他の被

害について調査を指示する。被害を受けた生徒に対しては、顧問から被害の状況等に

ついて確認する。 

・ 担任を通じて、全生徒に不審者による器物損壊・盗難があった事実を伝え、生徒の

持ち物に被害がないか確認する。 

② 関係機関との連携 

・警察（１１０番）－ 校長は、状況を警察（１１０番）に通報する。警察の捜査が終

わり、現場を保存する必要がなくなった時点で、生徒が負傷しな

いよう、ガラスを片付けたり窓をふさいだりするなどの応急措

置をする。 

・教 育 委 員 会－ 校長は、速やかに所管する教育委員会に報告し、対応について

助言を受ける。 

・近 隣 校－ 近隣校に盗難発生の事実を伝え、被害が他に拡大しないよう努

める。 

・保 護 者－ 盗難があったことを保護者に連絡し、生徒が貴重品等を学校に

保管しないよう、注意を呼びかける。 

③ 情報の収集と一元化（報道機関への対応） 

・ 事件の経緯や状況について、可能な限り情報を集め、正確な事実関係を把握し、記

録する。 

・ 関係機関や報道機関等外部へ情報を提供する場合は、校長に窓口を一本化して混乱

を避ける。 

なお、生徒の人権やプライバシーに配慮する。 
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●危機の予防対策 

① 施錠等の管理の徹底 

・ 教室等の管理責任者は、退勤時に施錠を確実に行う。最終退勤者は、校舎の施錠を

確認する。 

・ 警備会社に夜間の警備業務を委託している場合は、機械警備のセットを確実に行

うほか、巡回時刻や回数の見直し等を行う。 

・ 学校への侵入は構造上容易なことがあるので、備品や私物等の保管場所等に十分

配慮する。 

② 生徒に対する指導 

盗難の被害に遭わないために、貴重品等については、自己管理するよう日頃から指導

する。 

③ 来校者の確認 

・ 来校者の通常の出入口を限定し、来校者に対し教職員が素早く対応できるよう努

める。 

・ 来校者に対し入口を明示し、事務室又は職員室に立ち寄るよう指示したプレート

や立て看板を設置する｡また、必要に応じて立入禁止区域を明示する。 

・ 来校者に対し､教職員が進んで挨拶や用件の確認､必要に応じて案内するなど、日

頃から来校者の状況について注意を払う。 

・ 教職員が名札を着用し、来校者に対し教職員であることを明示するとともに、業

者、工事関係者等に対しては､名札・腕章等の着用を要請する。 

④ 不審者の侵入により被害が続く場合 

 警察にパトロール強化を依頼するほか、被害の日時や場所等のデータを分析し、傾向

を把握する。 

 

●関係法令等 

① 刑法第 130条（住居侵入等）、第 235条（窃盗）、第 260条（建造物等損壊及び同致死

傷） 

② 民法第 709条（不法行為による損害賠償） 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 

 

［参考３］ 

令和６年度熱中症対策ガイドライン 

保健・生徒指導 

（１）熱中症対策ガイドライン適用期間 

毎年６月～９月（気温・湿度をふまえて状況により前後する） 

 

（２）教職員の役割分担 

全教職員 ・熱中症対策ガイドラインを熟読し、随時保健指導を行う 

・授業教室でのエアコンを管理する（稼働後の停止・再開、風量、風向管理） 

各担任等 ・朝のSHR等で生徒の健康観察をする 

・帰りのSHR時に教室の遮光カーテンを閉める 

・教室に備え付けられている扇風機を管理する（リモコンの電池を要確認） 

管理職 ・熱中症特別警戒アラート及び熱中症警戒アラートを受け、職員・生徒に注意喚起する 

・状況により、WBGT値測定を職員に指示する 

生徒指導 ・服装・水分補給について、周知・指導する 

・部活動の中止判断について、教職員に周知する 

保健主事 ・生徒全体の健康状態を把握し、複数名の熱中症が発生した場合は管理職に報告する 

・各教室設置（備え付けは除く）の扇風機を管理する 

保健室 ・熱中症（疑いを含む）の生徒への対応をする 

事務室 ・エアコンを管理する 

・各教室の網戸を管理する 

 

（３）通常の学校生活での対応服装 

服装 生徒指導より呼びかけがあった場合には、軽装を可とする。 

※軽装とは、「学校指定の半袖・短パン」 

※詳細は生徒指導より発出の「衣更え、及び、移行期間の服装について」を参照 

水分補給 休み時間に適宜飲む。麦茶・スポーツドリンク推奨。 

※教科担任がやむを得ないと判断した場合は、授業中の水分補給を認める。ただし、容

器は机上には置かず、バッグに入れて保管する。授業中に自販機に飲料を買いに行った

り、水道水を飲みに行ったりすることは原則禁止とする。 

扇風機 授業の邪魔にならない範囲で、稼働させる。移動教室の際は、スイッチオフ。 

エアコン 稼働している時は窓・扉の開放は最小限とする。 
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（４）運動時の対応（体育時、運動を含む学校行事） 

気温 

（参考） 

暑さ指数 

（WBGT） 

熱中症予防のための運動指針 

35℃以上 31℃以上 運動は原則中止 活動の必要がある場合は、副校長と協議する。 

31～35℃

未満 

28～31℃ 厳重警戒 激しい運動や持久走など体温が上昇しやすい運動は

中止。頻繁に休息をとり、水分・塩分を補給。 

28～31℃

未満 

25～28℃ 警戒 30分おきに休息をとり、水分・塩分を補給。 

24～28℃

未満 

21～25℃ 注意 熱中症の兆候に注意しながら、運動の合間に積極的

に休息をとる。 

～24℃ ～21℃ ほぼ安全 通常は熱中症の危険性は少ないが、適宜水分の補給

は必要。 

 

（５）部活動時の対応 

○ 暑さ指数が33℃を超え、熱中症警戒アラートが発令されている場合は部活動を禁止

る。 

○ 暑さ指数（WBGT値）が31℃以上の場合、原則部活動は中止する。ただし、活動する

場合は必ず顧問がつき、活動内容を制限する。 

○ その他、活動場所で熱中症発症の危険があると顧問が判断した場合は、部活動を中

る。 

 

（６）熱中症の症状と対応 

対応 熱中症の症状 補足 

早退の指示 めまい、筋肉痛、筋肉の硬直、手足のしび

れ、気分の不快 

家庭へ連絡し、様子をみてもらう。

必要に応じて受診勧奨。 

受診の指示 体温の上昇、頭痛、吐き気、倦怠感、虚脱感 家庭へ連絡し、受診を依頼する。 

救急車要請 繰り返す嘔吐、意識障害、言動がおかしい、

けいれん、手足の運動障害、高体温、寒気、

自力で水分補給ができない 

119番通報し、保護者にも連絡 

救急車が来るまで、応急処置 

意識なし・呼吸なしの場合はAEDも

使用し、心肺蘇生 

【応急処置】 

・涼しい場所へ移動 

・水分・塩分を補給させる 

・衣類をゆるめる 

・身体を冷却する（首、わきの下、手のひら、鼠径部） 

・症状を観察し、記録する 
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（７）熱中症特別警戒アラート、熱中症警戒アラートが発表された場合 

○ 校長、副校長は熱中症警戒アラート等のメール配信サービスに登録する。 

○ 熱中症特別警戒アラートが発表された場合 

広域的に過去に例のない危険な暑さ等となり、人の健康に係る重大な被害が生じるお

それがあり、自分の身を守るためだけでなく、危険な暑さから自分と自分の周りの命を

守る必要があることを理解した上で、校長は全ての人が熱中症対策を徹底できているか

確認し、徹底できていない場合は運動や行事の中止・延期・変更を判断する。 

○ 熱中症警戒アラートが発表された場合 

気温が著しく高くなることにより熱中症による人の健康に係る被害が生ずるおそれが

あることをふまえ、副校長は、各教室のエアコンの稼働状況を把握し、職員を通じて生徒

にこまめな休憩・水分補給を呼び掛ける。必要に応じて、授業の継続や学校行事の実施の

有無を校長と協議する。 
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［参考４］ 
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